
坂井市子ども・子育て支援事業計画

（中間改定版）

平成３０～３１年度

平成３０年３月

坂井市



　本計画は、平成２７年３月に策定した「坂井市子ども・子育て支援事業計画」のうち、
「第４章　基本施策の展開」および「第５章　量の見込み及び確保の内容」の一部につ
いて変更したものです。
　当初策定時の計画期間である平成２７年度から平成３１年度までの５年間のうち、平
成３０年度から平成３１年度までの２年間について変更しました。
　主な変更内容は次のとおりです。

　　　○基本施策の追加（１ページ）
　　　　　「第４章　基本施策の展開」の基本施策に「子育て世代包括支援センターの
　　　　　設置」、「子ども家庭総合支援拠点の設置」、「医療的ケア児の支援に向け
　　　　　た連携体制の構築」の３施策を追加しました。

　　　○教育・保育事業の量の見込みと確保の内容の見直し（２～３ページ）
　　　　　「第５章　量の見込み及び確保の内容」の教育・保育事業の量の見込みと
　　　　　確保の内容について、平成２７年度から平成２９年度の実績（見込み）を踏
　　　　　まえ、量の見込みと確保の内容を変更しました。

　　　○地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の内容の見直し（４～９ページ）
　　　　　「第５章　量の見込み及び確保の内容」の地域子ども・子育て支援事業の量
　　　　　の見込みと確保の内容について、平成２７年度から平成２９年度の実績（見
　　　　　込み）を踏まえ、変更が必要な事業について量の見込みと確保の内容を変
　　　　　更しました。



第４章

基本施策の展開



　　（１）　家庭における子育て力の向上

　　　　②　相談体制の充実

番号 事業名 事業内容 担当課

132
子育て世代包括支援セン
ターの設置

主に妊産婦及び乳幼児の実情を把握し、妊娠・
出産・子育てに関する各種の相談に応じ、必要
に応じて支援プランの策定や、地域の保健医療
又は福祉に関する機関との連絡調整を行い、母
子保健施策と子育て支援施策との一体的な提
供を通じて、妊産婦及び乳幼児の健康の保持及
び増進に関する包括的な支援を行うことにより、
地域の特性に応じた妊娠期から子育て期にわた
る切れ目のない支援を提供する。

健康長寿課
（母子保健）

子育て支援課

133
子ども家庭総合支援拠点
の設置

支援拠点に子ども家庭支援員２名、虐待対応専
門員１名を常時配置し、コミュニティを基盤にした
ソーシャルワークの機能を担い、すべての子ども
とその家庭及び妊産婦等を対象として、その福
祉に関し必要な支援に係る業務全般を行う。支
援に当たっては、子どもの自立を保障する観点
から、妊娠期から子どもの社会的自立に至るま
での包括的・継続的な支援に努める。

子育て支援課

　　（３）　特別な支援を必要とする家庭への対応体制の整備

　　　　①　専門的支援の充実

134
医療的ケア児の支援に向
けた連携体制の構築

医療的ケア児とその家族を地域で支えられるよ
うにするため、保健、医療、福祉、教育等の医療
的ケア児支援に関わる行政機関や事業所等の
担当者が一堂に会し、地域の課題や対応策に
ついて継続的に意見交換や情報共有を図る協
議の場を設け、連携体制の構築を図る。

社会福祉課

健康長寿課
（母子保健）

子育て支援課

学校教育課

◆基本施策の追加　（平成３０年度～平成３１年度）

【追加の理由】

　平成２８年５月に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」において、市町村は、妊娠期から子育
て期までの切れ目ない支援を行う子育て世代包括支援センターの設置に努めることとされました。同じく、
市町村は、児童等に対する必要な支援を行うための拠点（子ども家庭総合支援拠点）の整備に努めること
とされました。
　また、平成２８年６月３日に公布された「障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律及び児童福祉法の一部を改正する法律」において、医療的ケアを要する障がい児が適切な支援を受
けられるよう、市町村において保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の連携の一層の推進を図るよう努
めることとされました。
　このことを受けまして、平成３０年度から上記の３つの施策を追加いたしました。
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第５章

量の見込み及び確保の内容



２　教育・保育事業の量の見込みと確保の内容

■教育・保育：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」

　　（１号・２号認定）

教育 保育 教育 保育 教育 保育 教育 保育 教育 保育

263 258 1,772 262 258 1,770 262 257 1,767 264 259 1,779 259 255 1,752

保育所（園）
幼稚園
幼保園
認定こども園

地域型
保育事業

318 225 174

12.9 9.5 7.2

8.3 8.1

191 266 1,828 185 265 1,819

-73 7 49 -74 10 67

保育所（園）
幼稚園
幼保園
認定こども園

地域型
保育事業

単位：実利用人数（人）／年間

①´見直し後の量の見込み
（④´×⑤´）　【人】

⑤´補正後の支給認定割合
【％】

④´３歳以上の推計児童数
【人】

平成２９年度

１号
（3-5歳

　教育の
み）

２号
（3-5歳）

91.0

平成３１年度平成３０年度

2,536

２号
（3-5歳）

2,551

１号
（3-5歳

　教育の
み）

２号
（3-5歳）

１号
（3-5歳

　教育の
み）

④３歳以上の児童数
（4月１日現在）　【人】

⑤支給認定割合
（③÷④）　【％】

③実績（4月1日現在）
【人】

2,085

2,5512,506 2,521

2,193

2,474 2,377 2,413

84.3 90.9

①量の見込み
（必要利用定員総数）

②確保の内容

１号
（3-5歳

　教育の
み）

２号
（3-5歳）

１号
（3-5歳

　教育の
み）

２号
（3-5歳）

平成２７年度 平成２８年度

88.4

2,102

②´見直し後の確保の内容
－①´見直し後の量の見込み

【人】
77

2,301

①´見直し後－①計画当初
【人】

②´見直し後
の確保の内

容
【人】

113

2,382

2,285

91.2

2,362

- 2 -



　　（３号認定）

０歳 １、２歳 ０歳 １、２歳 ０歳 １、２歳 ０歳 １、２歳 ０歳 １、２歳

300 1,141 295 1,124 292 1,115 287 1,099 283 1,083

保育所（園）
幼稚園
幼保園
認定こども園

270 1,136 309 1,150 333 1,150 350 1,150 350 1,150

地域型
保育事業

－ － － － － － － － － －

298 1,193 336 1,216 345 1,179

13.3 53.3 15.3 55.4 16.2 55.3

17.2 56.0 18.2 57.0

361 1,174 362 1,133

74 75 79 50

保育所（園）
幼稚園
幼保園
認定こども園

365 1,248 372 1,271

地域型
保育事業

－ － － －

4 74 10 138

単位：実利用人数（人）／年間

⑤´補正後の支給認定割合
【％】

1,988
④´３歳未満の推計児童数

【人】
2,096

④３歳未満の児童数
（4月１日現在）　【人】

2,194 2,132

①´見直し後－①計画当初
【人】

①´見直し後の量の見込み
（④´×⑤´）　【人】

2,238

⑤支給認定割合
（③÷④）　【％】

①量の見込み
（必要利用定員総数）

②確保の内容

③実績（4月1日現在）
【人】

３号
（0-2歳）

（保育の必要性あり）

３号
（0-2歳）

（保育の必要性あり）

３号
（0-2歳）

（保育の必要性あり）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

３号
（0-2歳）

（保育の必要性あり）

３号
（0-2歳）

（保育の必要性あり）

　●就学前の児童数については、平成２７年度～平成２９年度の間でも減少傾向にあり、平成３０年度～平成３１年
　　 度においてもこの傾向は続くと考えられます。しかしながら、支給認定割合（保育所等への入所率）は、平成２７
　　 年度～平成２９年度の実績をみると、１号認定においては減少傾向にあるものの、２号認定・３号認定について
　　 は増加傾向にあります。平成３０年度～平成３１年度においても、この傾向は続くと考えられることから、当初の
　　 量の見込みの変更を行います。特に、０～２歳児の受入体制について、引き続き施設の整備や保育士の確保
　　 を進めていきます。
　●地域型保育事業については、現時点では実施の予定はありませんが、増加傾向にある０～２歳児の受入体制
　　 も見据えながら、希望する事業者が出てきた場合は、条例に基づき審査・確認の実施を検討します。

②´見直し後の確保の内容
－①´見直し後の量の見込み

【人】

②´見直し後
の確保の内

容
【人】
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３　地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の内容

■延長保育事業

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

579人 575人 571人 569人 561人

579人 575人 571人 569人 561人

1,244人 1,432人

215％ 249％

1,308人 1,290人

230％ 230％

1,308人 1,290人

0人 0人

■子育て短期支援事業：（ショートステイ）　【変更なし】

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

28人日 27人日 27人日 27人日 27人日

28人日 27人日 27人日 27人日 27人日

0人日 1人日

0％ 4％

27人日 27人日

100％ 100％

27人日 27人日

0人日 0人日

単位：実利用人数／年間

①量の見込み

②確保の内容

③実績

④割合（③実績／①量の見込み）

　●平成２９年度現在、市内３３か所の保育所・幼保園・認定こども園で延長保育を実施していますが、平成２７年度
　　 ～平成２８年度の実績が量の見込みを大きく上回っています。今後も、この傾向が続くと思われますので、平成
　　 ３０年度～平成３１年度の量の見込みを、平成２７年度～平成２８年度の利用割合程度に増加させました。平成
　　 ３０年度～平成３１年度は市内３２か所（園の統廃合により１か所の減）で実施を予定していますので、引き続き
　　 受入体制を確保し実施いたします。

②´見直し後の確保の内容

②´見直し後の確保の内容
-①´見直し後の量の見込み

①量の見込み

②確保の内容

③実績

④割合（③実績／①量の見込み）

①´見直し後の量の見込み

①´見直し後／①計画当初

①´見直し後の量の見込み

①´見直し後／①計画当初

②´見直し後の確保の内容

②´見直し後の確保の内容
-①´見直し後の量の見込み

単位：延べ利用日数／年間

　●平成２９年度現在、市外の３か所の民間施設に委託して、子育て短期支援事業（ショートステイ）を実施していま
　　 す。平成２７年度は利用がありませんでしたが、平成２８年度および平成２９年度は、わずかではありますが利用
　　 がありましたので、平成３０年度～平成３１年度の量の見込みについては変更せず、引き続き受入体制を確保し
　　 実施いたします。
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■地域子育て支援拠点事業　【変更なし】

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

44,556人回 43,884人回 43,464人回 42,816人回 42,192人回

６か所 ６か所 ６か所 ６か所 ６か所

44,556人回 43,884人回 43,464人回 42,816人回 42,192人回

50,965人回 44,827人回

114％ 102％

42,816人回 42,192人回

100％ 100％

42,816人回 42,192人回

0人回 0人回

■幼稚園における在園児を対象とした一時預かり事業

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

１号認定による利用 140人日 139人日 139人日 140人日 138人日

２号認定による利用 69人日 69人日 69人日 69人日 69人日

209人日 208人日 208人日 209人日 207人日

77人日 156人日

37％ 75％

１号認定による利用 126人日 124人日

２号認定による利用 62人日 62人日

１号認定による利用 90％ 90％

２号認定による利用 90％ 90％

188人日 186人日

0人日 0人日

①´見直し後の
量の見込み

①´見直し後／
①計画当初

②´見直し後の確保の内容

②´見直し後の確保の内容
-①´見直し後の量の見込み

④割合（③実績／①量の見込み）

③実績

④割合（③実績／①量の見込み）

①´見直し後の量の見込み

①´見直し後／①計画当初

②´見直し後の確保の内容

②´見直し後の確保の内容
-①´見直し後の量の見込み

　●平成２９年度現在、６か所の地域子育て支援拠点事業を実施しています。平成２７年度～平成２８年度の実績は
　　 量の見込みを上回ってはいますが、平成２８年度については量の見込みをほんの少し上回る程度であることから、
　　 児童数の減少なども見据えて、平成３０年度～平成３１年度の量の見込みについては変更を行いませんでした。
　　 引き続き、各地域で子育て支援に対するニーズに応え、また、保護者同士、子ども同士が交流の場を持つことが
　　 できるような雰囲気づくりに努めます。

　●平成２９年度現在、市内の私立幼稚園１園と公立幼保園および認定こども園１４園で、在園児を対象とした一時
　　 預かり保育を行っています。平成２７年度～平成２８年度においては、実績が量の見込みを大きく下回っていま
　　 すが、平成２７年度より平成２８年度の利用が大きく伸びていることから、制度が周知されたのではないかと考
　　 えます。平成３０年度～平成３１年度については、、当初の量の見込みの約９割程度の利用を見込んでいます
　　 ので、引き続き受入体制を確保し実施いたします。

単位：延べ利用回数／年間

①量の見込み

②確保の内容

単位：延べ利用日数／年間

①量の見込み

②確保の内容

③実績
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■一時預かり事業（すみずみ子育てサポート事業を含む）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

5,286人日 5,522人日 5,770人日 6,032人日 6,307人日

5,286人日 5,522人日 5,770人日 6,032人日 6,307人日

3,483人日 3,679人日

66％ 67％

4,825人日 5,045人日

80％ 80％

4,825人日 5,045人日

0人日 0人日

■病児・病後児保育事業　【変更なし】

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

2,898人日 2,870人日 2,840人日 2,809人日 2,774人日

病児・病後児保育事業 2,898人日 2,870人日 2,840人日 2,809人日 2,774人日

子育て援助活動
（病児・緊急対応強化事

業）

2,089人日 2,497人日

72％ 87％

2,809人日 2,774人日

100％ 100％

2,809人日 2,774人日

0人日 0人日

③実績

④割合（③実績／①量の見込み）

①´見直し後の量の見込み

①´見直し後／①計画当初

②´見直し後の確保の内容

②´見直し後の確保の内容
-①´見直し後の量の見込み

②´見直し後の確保の内容

②´見直し後の確保の内容
-①´見直し後の量の見込み

単位：延べ利用日数／年間

①量の見込み

②確保の内容

　●平成２９年度現在、未就園児を対象とした一時預かり事業を保育園等で１６か所、また、すみずみ子育てサポー
　　 ト事業の一時預かり事業を３か所で実施しています。平成２７年度～平成２８年度においては、実績が量の見込
　　 みを大きく下回っており、児童数の減少や、低年齢児での保育所入所の影響があるのではないかと考えます。
　　 しかしながら、核家族は増加傾向にあり、家庭で保育できない状況の場合、一時預かり保育を希望する保護者
　　 のニーズはあるとして、当初の量の見込みの約８割程度の利用を見込んでいます。引き続き受入体制を確保し
　　 実施いたします。

①量の見込み

②確保の内容

③実績

④割合（③実績／①量の見込み）

①´見直し後の量の見込み

①´見直し後／①計画当初

　●平成２９年度現在、病児保育は３か所、病後児保育は４か所で実施しています。平成２７年度～平成２８年度に
　　 おいては、実績が量の見込みを大きく下回っていますが、平成２８年度から病児保育、病後児保育とも実施施
　　 設が１か所増加したこともあり、今後、利用者が増える見込みであることから、平成３０年度～平成３１年度の量
　　 の見込みについては変更を行いませんでした。引き続き受入体制を確保し実施いたします。

単位：延べ利用日数／年間
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■利用者支援事業

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

1か所 1か所 1か所 1か所 1か所

1か所 1か所 1か所 1か所 1か所

0か所 2か所 2か所

2か所 2か所

2か所 2か所

0か所 0か所

■放課後児童クラブ事業

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

小学校低学年 1,131人 1,122人 1,083人 1,036人 997人

小学校高学年 485人 476人 479人 480人 476人

1,616人 1,598人 1,562人 1,516人 1,473人

小学校低学年 1,268人 1,367人 1,440人

小学校高学年 192人 317人 358人

小学校低学年 112％ 122％ 133％

小学校高学年 40％ 67％ 75％

小学校低学年 1,481人 1,475人

小学校高学年 374人 371人

小学校低学年 143％ 148％

小学校高学年 78％ 78％

1,874人 1,874人

19人 28人

③実績
（H29は見込み）

④割合
（③実績／①量の見込み）

①´見直し後の
量の見込み

①´見直し後／
①計画当初

②´見直し後の確保の内容

②´見直し後の確保の内容
-①´見直し後の量の見込み

②´見直し後の確保の内容

②´見直し後の確保の内容
-①´見直し後の量の見込み

単位：実利用人数／年間

①量の見込み

②確保の内容

単位：か所数／年間

①量の見込み

②確保の内容

③実績

①´見直し後の量の見込み

　●平成２８年度から基本型（子育て支援課）で１か所、母子保健型（健康長寿課）で１か所実施しています。当初の
　　 計画では基本型１か所の予定であったことから、平成３０年度～平成３１年度の量の見込みの変更を行います。
　　 子育て世代包括支援センターの設置を見据え、関係機関と連携しながら事業を実施します。

　●平成２９年度現在、公立・民間あわせて３１か所で児童クラブを実施していますが、平成２７年度～平成２９年度
　　 の実績が、小学校低学年では量の見込みを大きく上回っており、小学校高学年では量の見込みを大きく下回っ
　　 ています。また、低学年・高学年とも、利用割合が平成２７年度～平成２９年度の間で、年々増加しています。
　　 平成３０年度～平成３１年度においても、この傾向が続くと思われますので、平成３０年度～平成３１年度の量の
　　 見込みを、平成２９年度の利用割合より、低学年では１割程度、高学年ではわずかながら増加させました。今後
　　 は量の見込みの受入が実施できるよう、引き続き施設の整備や指導員の確保を進めていきます。
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■妊婦健診

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

740人 738人 727人 718人 706人

10,360人回 10,332人回 10,178人回 10,052人回 9,884人回

740人 738人 727人 718人 706人

10,360人回 10,332人回 10,178人回 10,052人回 9,884人回

694人 629人

8,094人回 8,068人回

94％ 85％

78％ 78％

646人 635人

9,044人回 8,890人回

90％ 90％

90％ 90％

646人 635人

9,044人回 8,890人回

0人 0人

0人回 0人回

①´見直し後の量の見込み

①´見直し後／①計画当初

②´見直し後の確保の内容

②´見直し後の確保の内容
-①´見直し後の量の見込み

単位：実利用人数（延べ利用回数）／年間

①量の見込み

②確保の内容

③実績

④割合（③実績／①量の見込み）

　●平成２７年度～平成２８年度においては、実績が量の見込みを下回っており、児童数の減少などの影響がある
     のではないかと考えます。しかしながら、妊婦の健康の保持および増進のために必要な検査であることから、
　　 平成３０年度～平成３１年度については、当初の量の見込みの約９割程度の利用を見込んで変更を行います。
　　 引き続き、全妊婦に対し、１４回の健診の助成を実施していきます。
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■乳児家庭全戸訪問事業

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

740人 738人 727人 718人 706人

740人 738人 727人 718人 706人

655人 678人

89％ 92％

646人 635人

90％ 90％

646人 635人

0人 0人

■養育支援事業　【変更なし】

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

23人 28人 33人 40人 48人

23人 28人 33人 40人 48人

13人 22人

57％ 79％

40人 48人

100％ 100％

40人 48人

0人 0人

③実績

④割合（③実績／①量の見込み）

①´見直し後の量の見込み

①´見直し後／①計画当初

②´見直し後の確保の内容

②´見直し後の確保の内容
-①´見直し後の量の見込み

②´見直し後の確保の内容

②´見直し後の確保の内容
-①´見直し後の量の見込み

単位：実利用人数／年間

①量の見込み

②確保の内容

①量の見込み

②確保の内容

③実績

④割合（③実績／①量の見込み）

①´見直し後の量の見込み

①´見直し後／①計画当初

単位：実利用人数／年間

　●平成２７年度～平成２８年度においては、実績が量の見込みを下回っており、児童数の減少などの影響がある
　　 のではないかと考えます。しかしながら、出産後の育児に対する不安や悩みに対する相談体制や子育て情報
　　 の提供は、非常に重要であると思われますので、平成３０年度～平成３１年度については、当初の量の見込み
　　 の約９割程度の利用を見込んで変更を行います。引き続き、生後４か月までに乳児家庭の全戸訪問を実施し、
　　 子育て家庭を支援していきます。

　●平成２７年度～平成２８年度の実績については、当初の量の見込みを大きく下回っていますが、母子保健事業
　　 において養育支援が必要とされる家庭は増加傾向にあると思われます。平成３０年度～平成３１年度について
　　 は、当初の量の見込みを変更せず、今後も、安定した児童の養育について支援できるよう努めます。
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